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１　事業概要 ５　事業説明
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　小規模事業者の経営の改善及び発達を図るため、商
工会、商工会議所等に対し、経営改善普及事業等を行
うための経営指導員等の設置や指導事業の実施に係る
経費を補助する。
　（１）　人件費　　　　　　　　2,841,462千円
　（２）　運営事業費　　　   　　　75,346千円
　（３）　商工団体支援奨励金　　　203,300千円

（１）事業内容
　ア　人件費　　　　　　　　経営指導員や経営支援員等の設置費等　　　　　　　   　　　　　　　2,841,462千円
　イ　運営事業費　　　　　　経営指導員等に対する研修等職員育成や経営指導等に係る経費　　　　　　75,346千円
　ウ　商工団体支援奨励金　　商工会、商工会議所等の支援実績に応じた人件費や事業に係る経費　　　 203,300千円

（２）事業計画
　　商工会、商工会議所等に経営改善普及事業等を行うための経営指導員等を設置し、小規模事業者の経営の
　改善及び発達を支援する。
　ア　補助対象職員数
　　　令和5年度　549人
　　　令和6年度　549人
　イ　主な支援内容
　　　・経営状況の分析、事業計画の策定支援
　　　・経営、税務、経理、労務、社会保険などの相談、指導
　　　・金融及び信用保証の相談、指導、あっせん
　　　・地域活性化事業の実施

（３）事業効果
　　　県内事業者の多くを占める小規模事業者に対し、きめ細やかな支援を行い地域経済の活性化を図ることに
　　より、商工業の振興、発展に寄与する。
　　　【活動指標(アウトプット)】事業者の経営相談や巡回指導等を行う商工会等職員の人件費への補助　549人
　　　　　　　　　　　　　　　　　商工会等の運営等への補助
　　　【成果指標(アウトカム)】
　　　　　商工会等の支援を通じて、小規模事業者等の経営基盤が強化されることで、
　　　　　小規模事業者等が持続的に発展していく。

２　事業主体及び負担区分
　（県10/10）事業者0

３　地方財政措置の状況
　　普通交付税措置
　　　商工行政費
　　　　中小企業振興指導費
　　　　　中小企業団体等振興指導費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　　事業に係る人件費：9,500千円×2.1人＝19,950千円
　　組織の新設、改廃及び増員：なし
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決定額 3,120,108

前年額 3,113,540 3,113,540
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稼げる力の向上

3,120,108 6,568
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事業名

単位事業名 予算額 2,841,462千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 2,841,462 △105,956

合計 2,841,462 △105,956

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 2,841,462 △105,956 商工団体への経営指導員等の設置費等に係る経費への補助

合計 2,841,462 △105,956

単位事業名 予算額 75,346千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 75,346 △12,476

合計 75,346 △12,476

　

主な内容
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単位事業名 予算額 75,346千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 75,346 △12,476 経営指導員等に対する研修や経営指導等に係る経費への補助

合計 75,346 △12,476

単位事業名 予算額 203,300千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 203,300 125,000

合計 203,300 125,000

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 203,300 125,000 前年度の事業者支援実績に応じて、商工団体自らの裁量で人件費や
事業費等に活用できる奨励金を交付

合計 203,300 125,000

主な内容

運営事業費

主な内容

商工団体支援奨励金事業費

主な内容


